○伊賀市工場誘致条例施行規則
平成16年11月１日規則第150号
（趣旨）
第１条　この規則は、伊賀市工場誘致条例（平成16年伊賀市条例第173号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（指定の申請）
第２条　条例第３条第１項に規定する指定工場の指定を受けようとする者（親会社がその子会社（親会社がその株式のすべてを所有している子会社に限る。）と共同して工場等の新設又は増設を行う場合には、これらを一つの事業者とみなすことができる。）は、用地取得後、工場の建設に着手する30日前までに奨励措置適用工場指定書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。
(１)　工場設置計画書（様式第２号）
(２)　事業計画書（様式第３号）
（指定工場の適用業種）
第３条　指定工場の適用業種は、日本標準産業分類（平成19年総務省告示第618号）に規定するもののうち、別表第１に掲げるものとする。ただし、市長が産業政策上、必要と認めた場合は、この限りでない。
（工場の指定の特例）
第４条　条例第３条第４項の「本市産業の振興上、特に必要があると認めるとき」とは、おおむね次の場合をいう。
(１)　中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号。以下「保険法」という。）第２条第４項第４号に該当して復興・再建に取り組む者である場合
(２)　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第５項に規定する小規模企業者が事業拡大を図る場合
(３)　工場指定の申請中に、保険法第２条第４項第６号に規定する事由により条例第３条第１項に規定する指定工場の要件を充足できない事態が生じた場合
(４)　保険法第２条第４項第５号の規定に基づく経済産業大臣が指定する業況の悪化している業種に指定された業種を営む中小企業者である場合
(５)　新規創業を行うに当たり、他に公共支援を受けることができない場合
(６)　おおむね３年以上にわたり市内で操業し、地場産業としての著しい社会的貢献が認められる場合
(７)　地域交流経済貢献企業としての要件を備えた者である場合
(８)　既存事業所の所在地が公共事業用地として収用される等のため、事業所を移転し、又は規模を縮小する結果、新たに事業用地を取得しなければならない場合
(９)　特段の行政支援を必要とする特定業種を営む者であって、市内既存産業界が当該工場の誘致を必要とし、産業政策上やむを得ないものと認められる場合
(10)　条例第３条第３項に定める工場用地に既に立地している者で同所地内で設備投資を増加させるために用地を取得する場合
（指定要件の緩和）
第５条　前条の規定の適用による指定工場に対する指定要件の緩和の範囲は、おおむね次のとおりとする。
(１)　条例第３条第１項第１号に規定する投下資金の総額は、500万円を下回らない範囲とする。
(２)　条例第３条第１項第２号に規定する住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第５条に基づき記録された住所が市内にある者の数は、３人を下回らない範囲とする。
(３)　条例第３条第１項第３号に規定する青色申告書の提出は、条例第４条、第５条及び第６条に規定する奨励措置等の適用を現に受けようとする年度中に申告するもの以降の範囲とする。
（工場生産設備等の増設）
第６条　既存の工場等で新たに工場又は工業生産設備を増設することにより条例第３条第１項に規定する指定工場の指定を受けようとする者（親会社がその子会社（親会社がその株式のすべてを所有している子会社に限る。）と共同して工場等の新設又は増設を行う場合には、これらを一つの事業者とみなすことができる。）は、工場の建設又は工場生産設備の設置に着手する日の30日前までに工業生産設備等の増設による指定工場申請書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。
(１)　工場増設・設置計画書（様式第５号）
(２)　増設事業計画書（様式第６号）
（指定書の交付）
第７条　市長は、第２条又は前条の申請を受理し、審査のうえ、工場を指定したときは、申請者に指定書（様式第７号）を交付する。
（事前審査）
第８条　立地奨励金及び雇用促進奨励金等の交付を受けようとする者は、第11条に規定する申請期日の属する前年度の９月30日までに市長に事前審査を請求しなければならない。
２　前項による請求は、立地奨励金及び雇用促進奨励金等交付事前審査請求書（様式第８号）及び交付額計算書（様式第８―１号）の提出によるものとする。
（奨励措置の特例を適用する「ゆめぽりす伊賀クリエイトランド」の土地）
第９条　条例第５条第１項第１号に定める奨励措置の特例を適用する指定工場は、伊賀市ゆめが丘七丁目の土地のうち、別表第２に掲げる土地に設置するものをいう。
（メディカルバレー構想による業種）
第10条　条例第５条第１項第３号による工場は、日本標準産業分類に規定するもののうち、別表第３に掲げる業種に属するもの、福祉用具製造業（福祉用具産業）に属するもの、健康食品製造業（健康食品産業）に属するもの及び健康機器製造業（健康機器産業）に属するものとする。ただし、市長が産業政策上、必要と認めた場合は、この限りでない。
（立地奨励金及び雇用促進奨励金等の交付申請手続き等）
第11条　条例第４条に規定する立地奨励金の交付を受けようとする者は、第８条の規定による事前審査を受けた後、毎年４月１日から５月31日までの間に立地奨励金交付申請書（様式第９号）及び新規雇用者申告書（様式第21号）を市長に提出しなければならない。
２　条例第４条に規定する雇用促進奨励金の交付を受けようとする者は、第８条の規定による事前審査を受けた後、前項に規定する間に雇用促進奨励金交付申請書（様式第９―１号）及び新規雇用者申告書（様式第21号）を市長に提出しなければならない。
３　条例第５条に規定する奨励措置の特例を受けようとする者は、第８条の規定による事前審査を受けた後、第１項に規定する間に立地奨励金（特例）交付申請書（様式第10号）及び新規雇用者申告書（様式第21号）を市長に提出しなければならない。
４　条例第６条に規定する用地取得助成措置を受けようとする者は、第１項に規定する間に用地取得助成申請書（様式第11号）及び新規雇用者申告書（様式第21号）を市長に提出しなければならない。
５　条例第５条第１項第１号に掲げる者又は条例第６条に規定する措置を受けようとする者は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第58条の２第１項の規定に基づく地区計画の区域内における行為の届出がされていなければならない。
（期限後申請の排除）
第12条　市長は、前条第１項に規定する期限を経過した場合は、前条各項に規定する申請書については、これを受理することができない。
（立地奨励金及び雇用促進奨励金の交付対象期間）
第13条　条例第４条及び第５条の規定による立地奨励金の交付対象期間は、指定工場が稼動を開始し、当該指定工場について、固定資産税を賦課し、徴収した最初の年度の後に到来する年度から３年度間とする。
２　雇用促進奨励金の交付対象期間は指定工場が稼動を開始し、当該指定工場について、固定資産税を賦課し、徴収した最初の年度の後に到来する年度から１年度間とする。
（立地奨励金の額の決定等）
第14条　条例第４条第２項及び第５条第２項の規定により計算する立地奨励金の額は、現に賦課された固定資産税に対応する期間ごとに算定し、前条により当該年度ごとに交付額を決定するものとする。
２　立地奨励金の額は、固定資産税の課税の範囲において、算定するものとする。
３　市長は、前２項により立地奨励金の交付を決定したときは、別に定める工場誘致奨励金交付決定通知書により申請者に通知するものとする。
４　前３項の規定は、条例第４条第４項による雇用促進奨励金についても適用する。
５　第３項の規定は、条例第５条第２項による奨励措置の特例についても適用する。
６　第３項の規定は、条例第６条による用地取得助成措置についても準用する。
（立地奨励金及び雇用促進奨励金の交付額の取消し又は減額）
第15条　市長は、申請者に賦課した固定資産税等の市税が到来した納期限までに納付されていない場合は、立地奨励金及び雇用促進奨励金の交付額の全部を取り消すことができる。
２　市長は、前項の取消しを決定するに当たり、申請者にやむを得ない事由があると認める場合は、当該未納税額を控除した額により算定した立地奨励金及び雇用促進奨励金の額をもって交付決定することができる。この場合において、当該未納税額を相殺するものではない。
３　前項の「やむを得ない事由があると認める場合」とは、おおむね次の事由による場合をいう。
(１)　地方税法（昭和25年法律第226号）又は伊賀市市税条例（平成16年伊賀市条例第109号）による徴収猶予の適用を受けているもの
(２)　賦課処分又は徴収処分につき、異議の申立て又は係争中であるもの
(３)　公序良俗に照らし正当な事由が認められるもの
４　条例第４条第３項の「その他の法令」とは、地方財政の減収補填措置に関するおおむね次に掲げるものとする。
(１)　近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備に関する法律（昭和39年法律第145号）
(２)　農村地域工業等導入促進法（昭和46年法律第112号）
(３)　地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成４年法律第76号）
(４)　その他課税措置の免除及び不均一課税等による地方財政減収補填措置が適用される法令
５　前各号の規定は、条例第５条第２項による奨励措置の特例についても適用する。
６　第１項から第３項までの規定は、条例第６条による用地取得助成措置についても準用する。
（立地奨励金算定の特例）
第16条　第６条による立地奨励金の額は、既存の工場敷地内の土地に増設された工場の場合、その増設した建物及び工業生産設備の部分で算出した固定資産税の額により算定する。
２　既存工場の建物内に増設・設置された工業生産設備の部分に係る場合は、その工業生産設備の部分に限定して算出した固定資産税の額により算定する。
（取得価格の認定）
第17条　条例第６条第１項の「指定工場用地の取得に要した費用」の認定は、次の費用の合計額をもって算定する。
(１)　不動産売買契約書に契約当事者として負担貼付する収入印紙額
(２)　取得用地代金のうち、不動産売買契約書に担保される額
２　仲介手数料の支払や契約の不整合等により生じた損失補てん等に要した費用など、前項以外の費用部分は算入しない。
３　第１項により算定した取得価格の合計額に１万円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。
（施設的便宜の供与）
第18条　条例第７条の「特に必要があると認めたとき」とは、おおむね次の場合をいう。
(１)　条例第３条第１項に規定する指定工場が一定の開発地域に10社以上集積して工場団地を形成し、かつ、市内に主たる事務所の所在地を定める者が３社以上操業する工業団地であり、当該地域の産業インフラ整備を提供し、工場団地の高度化・高品位化を図ることにより、工場立地が更に促進されると認められる場合
(２)　一の指定工場がおおむね30ヘクタール以上の規模で自己の開発行為により創設する工場用地であって、その所在地又は開発地を包括する地域コミュニティー組織（自治会）に有益をもたらすべき企業の社会的貢献活動が確証される場合
(３)　産業政策上、市長の積極的な誘致活動に応じ、立地する指定工場を特別に支援する必要がある場合
（届出）
第19条　第７条の規定による指定書の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める期日までに必要な届出をしなければならない。
(１)　工場の稼動を開始したときは、開始の日から60日以内に指定工場稼動開始届（様式第12号）
(２)　奨励措置等の適用期間中において事業を廃止したときは、廃止の日から30日以内に指定工場事業廃止届（様式第13号）
(３)　奨励措置等の適用期間中において事業を中止したときは、中止の日から30日以内に指定工場事業休止届（様式第14号）
(４)　奨励措置等の適用期間中において設置計画又は事業計画を著しく変更するときは、変更に着手する90日前までに指定工場設置（又は事業）計画変更届（様式第15号）
(５)　条例第８条の規定により事業を承継するときは、承継する日の60日前までに指定工場事業承継届（様式第16号）
(６)　条例第９条の規定により指定工場の業態を変更しようとするときは、業態変更日前60日まで（工場立地法（昭和34年法律第24号）の適用を受ける場合にあっては、工場立地法による届出の日から60日以内）に指定工場業態変更承認申請書（様式第17号）
２　市長は、前項各号に規定する期限を経過した場合は、当該届出については、これを受理することができない。
（指定工場の失効）
第20条　指定工場は、第７条の規定による指定書の交付を受けた日から５年を経過した日の属する年度の終日をもって失効する。ただし、第11条第４項の規定による用地取得助成措置を申請した者は、初回補助金の交付決定の日から10年を経過した日の属する年度の終日をもって指定工場を失効するものとする。
（その他）
第21条　この規則で定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この規則は、平成16年11月１日から施行する。
（経過措置）
２　伊賀市工場誘致条例施行規則の一部を改正する規則（平成19年伊賀市規則第８号）の施行日から平成19年３月31日までに伊賀市工場誘致条例施行規則（以下「規則」という。）第２条の規定により申請がなされ、規則第７条の規定により交付された指定書については、平成19年４月１日に指定したものとみなす。
附　則（平成18年５月17日規則第55号）
（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行し、平成18年４月１日から適用する。
（経過措置）
２　この規則の施行の日の前日までに、改正前の伊賀市工場誘致条例施行規則の規定によりなされた手続きその他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（平成19年２月23日規則第８号）
（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行し、平成19年１月１日から適用する。
（経過措置）
２　この規則の施行の日の前日までに、この規則による改正前の伊賀市工場誘致条例施行規則（平成16年伊賀市規則第150号）の規定によりなされた手続きその他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（平成19年６月14日規則第47号）
（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行し、改正後の伊賀市工場誘致条例施行規則の規定は、平成19年４月１日から適用する。
（経過措置）
２　この規則の施行の日の前日までに、この規則による改正前の伊賀市工場誘致条例施行規則の規定によりなされた手続その他の行為は、この規則による改正後の伊賀市工場誘致条例施行規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（平成20年７月14日規則第55号）
（施行期日）
１　この規則は、平成20年９月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の日の前日までに、この規則による改正前の伊賀市工場誘致条例施行規則の規定によりなされた手続、処分その他の行為は、この規則による改正後の伊賀市工場誘致条例施行規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（平成20年８月27日規則第71号）
（施行期日）
１　この規則は、平成20年10月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の日の前日までに、この規則による改正前の伊賀市工場誘致条例施行規則の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則による改正後の伊賀市工場誘致条例施行規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（平成20年11月４日規則第78号）
この規則は、平成20年12月１日から施行する。
附　則（平成21年２月13日規則第６号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成21年３月31日規則第27号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成22年４月１日規則第35号）
この規則は、平成22年４月１日から施行する。
附　則（平成24年４月26日規則第37号）
この規則は、平成24年７月９日から施行する。
別表第１（第３条関係）
	大分類
	中分類等

	Ｅ－製造業

	09－食料品製造業

	
	10－飲料・たばこ・飼料製造業（小分類105たばこ製造業を除く。）

	
	11－繊維工業

	
	12－木材・木製品製造業（家具を除く。）

	
	13－家具・装備品製造業

	
	14－パルプ・紙・紙加工品製造業

	
	15－印刷・同関連業

	
	16－化学工業（小分類169その他の化学工業中細分類1691火薬類製造業及び1692農薬製造業を除く。）

	
	17－石油製品・石炭製品製造業

	
	18－プラスチック製品製造業（別掲を除く。）

	
	19－ゴム製品製造業

	
	20－なめし革・同製品・毛皮製造業

	
	21－窯業・土石製品製造業

	
	22－鉄鋼業（小分類224表面処理鋼材製造業を除く。）

	
	23－非鉄金属製造業（小分類231非鉄金属第１次製錬・精製業、232非鉄金属第２次製錬・精製業（非鉄金属合金製造業含む。）及び239その他の非鉄金属製造業を除く。）

	
	24－金属製品製造業（小分類246金属被覆・彫刻業、熱処理業（ほうろう鉄器を除く。）中細分類2462溶融めっき業（表面処理鋼材製造業を除く。）及び2464電気めっき業（表面処理鋼材製造業を除く。）を除く。）

	
	25－はん用機械器具製造業

	
	26－生産用機械器具製造業

	
	27－業務用機械器具製造業（小分類276武器製造業を除く。）

	
	28－電子部品・デバイス・電子回路製造業

	
	29－電気機械器具製造業

	
	30－情報通信機械器具製造業

	
	31－輸送用機械器具製造業

	
	32－その他の製造業（小分類329他に分類されない製造業中細分類3291煙火製造業を除く。）

	Ｆ－電気・ガス・熱供給・水道業
	33－電気業（原子力関連産業に係るものは除く。）

	
	34－ガス業

	
	35－熱供給業（原子力関連産業に係るものは除く。）

	
	36－水道業

	Ｇ－情報通信業
	37－通信業

	
	38－放送業

	
	39－情報サービス業

	
	40－インターネット付随サービス業

	
	41－画像・音声・文字情報制作業


別表第２（第９条関係）
	
	地番
	地積（㎡）
	用途指定区域

	１
	２番１
	13,350.01
	準工業地域

	２
	２番３
	8,504.19
	準工業地域

	３
	２番４
	5,979.64
	準工業地域

	４
	２番５
	3,469.94
	準工業地域

	５
	３番１
	20,825.65
	準工業地域

	６
	３番２
	21,062.64
	準工業地域

	７
	３番３
	34,305.19
	準工業地域

	８
	３番４
	432.89
	準工業地域

	９
	３番５
	1,551.08
	準工業地域

	10
	３番６
	14,575.92
	準工業地域

	11
	３番７
	12,884.86
	準工業地域

	12
	３番８
	1,682.29
	準工業地域

	13
	４番１
	27,498.27
	工業専用地域

	14
	４番２
	24,503.75
	工業専用地域

	15
	４番３
	13,088.68
	工業専用地域

	16
	４番４
	6,500.54
	工業専用地域

	17
	４番５
	16,114.98
	工業専用地域

	18
	４番６
	26,183.36
	工業専用地域

	19
	４番７
	4,026.02
	工業専用地域

	20
	４番８
	31,697.53
	工業専用地域

	21
	５番１
	565.33
	工業専用地域

	22
	５番２
	19,534.67
	工業専用地域

	23
	５番３
	13,015.38
	工業専用地域

	24
	５番４
	9,050.12
	工業専用地域

	25
	５番５
	9,500.00
	工業専用地域

	26
	５番６
	9,711.86
	工業専用地域

	27
	５番７
	1,288.15
	工業専用地域

	28
	５番８
	7,097.24
	工業専用地域

	29
	５番９
	8,944.73
	工業専用地域

	30
	６番１
	16,700.06
	工業専用地域

	31
	６番２
	15,211.42
	工業専用地域

	32
	６番３
	5,559.12
	工業専用地域

	33
	６番４
	1,007.61
	工業専用地域

	34
	６番５
	9,033.29
	工業専用地域

	35
	６番６
	25,300.04
	工業専用地域

	36
	６番７
	27,700.00
	工業専用地域

	37
	６番８
	12,513.36
	工業専用地域

	38
	６番10
	9,400.04
	工業専用地域

	39
	６番11
	6,909.81
	工業専用地域

	40
	６番17
	3,005.31
	工業専用地域

	41
	６番12
	7,400.03
	工業専用地域

	42
	６番13
	7,300.06
	工業専用地域

	43
	６番14
	6,812.58
	工業専用地域

	44
	６番15
	587.44
	工業専用地域

	45
	６番16
	8,700.05
	工業専用地域

	46
	７番１
	2,775.29
	準工業地域

	47
	７番２
	62.31
	準工業地域

	48
	７番３
	8,762.69
	準工業地域

	49
	７番４
	21,118.21
	準工業地域

	50
	７番５
	37,227.33
	準工業地域

	51
	７番６
	50,000.07
	準工業地域

	52
	８番１
	34,440.60
	工業専用地域

	53
	８番２
	42,121.18
	工業専用地域

	54
	８番３
	50,422.21
	工業専用地域

	55
	８番９
	977.00
	工業専用地域

	56
	９番１
	3,146.05
	工業専用地域

	57
	９番２
	3,200.01
	工業専用地域

	58
	９番３
	10,299.58
	工業専用地域

	59
	９番４
	6,351.45
	工業専用地域

	60
	９番５
	2,997.00
	工業専用地域

	61
	９番６
	1,635.65
	工業専用地域

	62
	９番８
	813.44
	工業専用地域


別表第３（第10条関係）
	大分類
	中分類
	小分類

	Ｅ－製造業
	16－化学工業
	165医薬品製造業

	
	
	166化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業

	
	19－ゴム製品製造業
	199その他のゴム製品製造業

	
	27－業務用機械器具製造業
	274医療用機械器具・医療用品製造業

	
	29－電気機械器具製造業
	296電子応用装置製造業

	
	29－電気機械器具製造業
	297電気計測器製造業

	Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業
	71－学術・開発研究機関
	711自然科学研究所


様式第１号（第２条関係）

年　　月　　日
　　　伊賀市長　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(申請人住所,　　　　　　)申請人住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
 eq \o\ad(奨励措置適用工場指定申請書,　　　　　　　　　　　　　　　)
奨励措置適用工場指定申請書
　　伊賀市工場誘致条例第３条第１項の規定による奨励措置等適用工場として指定を受けたいので、伊賀市工場誘致条例施行規則第２条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
	工場の名称
	

	工場の所在地
	伊賀市

	投下資金の総額
	

	常設従業員数
	

	工場工事着手日
	

	工場完成予定日
	

	工場稼動予定日
	


　添付書類
　　＊会社定款
　　＊法人登記簿の謄本
様式第２号（第２条関係）

 eq \o\ad(工場設置計画書,　　　　　　　　　　　　　　　)
工場設置計画書
　１　設置計画の概要
　２　投下資金の種類別投下計画
	固定資産名
	数量
	金　　　　　　額　（千円）
	備考

	土地
	
	
	

	家屋
	
	
	

	機械装置
	
	
	
	

	附帯設備
	
	
	
	

	計
	
	
	


　３　資金計画の概要
　４　工場敷地内の配置図
様式第３号（第２条関係）

事　　 業　　 計　　 画　　 書

　１　事業目的

　２　事業種目及びその内容

　３　年次別生産計画

　４　製品製造工程の概要

　５　常時雇用の従業員増員計画

様式第４号（第６条関係）

年　　月　　日

　　　伊賀市長　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)代表者氏名
工業生産施設等の増設による指定工場申請書

　　伊賀市工場誘致条例第３条第１項の規定による奨励措置等適用工場として指定を受けたいので、伊賀市工場誘致条例施行規則第６条の規定により関係書類を添えて申請します。

記

	工場の名称
	

	工場の所在地
	伊賀市

	投下資金の総額
	

	増加従業員数
	

	工場工事着手日
	

	工場完成予定日
	

	工場稼動予定日
	


　添付書類
　　＊会社定款

　　＊法人登記簿の謄本

様式第５号（第６条関係）

 eq \o\ad(工場増設・設置計画書,　　　　　　　　　　　　　　　)
工場増設・設置計画書
　１　増設計画の概要

　２　投下資金の種類別投下計画

	固定資産名
	数量
	金　　　　　　　額（千円）
	備考

	土地
	
	
	

	家屋
	
	
	

	機械装置
	
	
	
	

	附帯設備
	
	
	
	

	計
	
	
	


　３　資金計画の概要
　４　工場敷地内の配置図

様式第６号（第６条関係）

 eq \o\ad(増設事業計画書,　　　　　　　　　　　　　　　)
増設事業計画書
　１　事業目的

　２　事業種目及びその内容

　３　年次別生産計画

　４　製品製造工程の概要

　５　常時雇用の従業員増員計画

様式第７号（第７条関係）

　　　住　　　　所
　　　名称（氏名）
　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
指　　　　　　定　　　　　　書
　　伊賀市工場誘致条例第３条第１項の規定による奨励措置適用工場に指定します。
　　　　　　　　年　　月　　日
伊賀市長　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
様式第８号（第８条関係）

年　　月　　日　　
　　　伊賀市長　　　　　様
住　　　　所
名称（氏名）
 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)代表者氏名
立地奨励金及び雇用促進奨励金等交付事前審査請求書
　　伊賀市工場誘致条例第４条及び第５条の規定による奨励金等の交付を受けたいので、伊賀市工場誘致条例施行規則第８条により関係書類を添えて請求します。
記
　１　奨励金等の交付を受ける固定資産税課税明細書
　２　法人登記簿謄本
３　申請人の課税内容に関する調査同意書
様式第８―１号（第８条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
交　　付　　額　　計　　算　　書
１．立地奨励金交付額
	集　　　　　　　　　　計

	土地課税標準額
	　　　　　　　　　　　　　円

	家屋課税標準額
	　　　　　　　　　　　　　円

	償却資産課税標準額
	　　　　　　　　　　　　　円

	合　計　（　Ａ　）
(千円未満切捨て）
	，０００円 

	算出税額
(百円未満切捨て）
	（Ａ）×　１．４％

	
	００円 

	奨励金交付額
	　　　　　　　　　　　　　円


※ 奨励金交付額は算出税額に伊賀市工場誘致条例第４条及び第５条に定める割合を乗じた額
２．雇用促進奨励金交付額


	対象人員
	

	一人当たりの奨励金額
	１２０，０００円 

	計算額
	０，０００円 



　　　　※ 雇用促進奨励金については初年度のみとする。
様式第９号（第11条関係）

年　　月　　日
　　　伊賀市長　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
立地奨励金交付申請書
　　伊賀市工場誘致条例第３条第１項の規定による奨励措置適用工場として指定を受けましたが、　　　　年度分奨励金の交付を受けたいので、伊賀市工場誘致条例施行規則第11条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
　１　新設・増設の区分
　２　工場の名称及び所在地
　３　投下資金の種類別内訳
	固定資産名
	数量
	金　　　　　　　額（千円）
	備考

	土地
	
	
	

	家屋
	
	
	

	機械装置
	
	
	
	

	附帯設備
	
	
	
	

	計
	
	
	


　４　工事着手及び完成の年月日
　５　稼動開始年月日
　６　新規に雇用する従業員数
　７　平成　　年度に納付した固定資産税の総額（単位：千円）
　添付書類
　　＊新規雇用者の住民票の写し
　　＊新規雇用者の雇用保険被保険者通知書の写し
　　＊指定書の写し
　　＊青色申告書の写し
　　＊申請人の課税内容に関する調査同意書
　　＊納税義務のある市税すべての完納証明書
　　＊その他市長が必要と認める書類
様式第９―１号（第11条関係）

　年　　月　　日
　　　伊賀市長　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
雇用促進奨励金交付申請書
　　伊賀市工場誘致条例第３条第１項の規定による奨励措置適用工場として指定を受けましたが、　　　　年度分奨励金の交付を受けたいので、伊賀市工場誘致条例施行規則第11条第２項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
　１　新設・増設の区分
　２　工場の名称及び所在地
　３　工事着手及び完成の年月日
　４　稼動開始年月日
　５　新規雇用する従業員数
　
　添付書類
　　＊新規雇用者の住民票の写し
　　＊新規雇用者の雇用保険被保険者通知書の写し
　　＊その他市長が必要と認める書類
様式第10号（第11条関係）

年　　月　　日
　　　伊賀市長　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)代表者氏名
立地奨励金（特例）交付申請書特例奨励金交付申請書
　　伊賀市工場誘致条例第３条第１項の規定による奨励措置適用工場として、指定を受けましたが、　　　　年度分奨励金の交付を受けたいので、伊賀市工場誘致条例施行規則第11条第３項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
　１　新設・増設の区分
　２　工場の名称及び所在地
　３　投下資金の種類別内訳
	固定資産名
	数量
	金　　　　　　　額（千円）
	備考

	土地
	
	
	

	家屋
	
	
	

	機械装置
	
	
	
	

	附帯設備
	
	
	
	

	計
	
	
	


　４　工事着手及び完成の年月日
　５　稼動開始年月日
　６　新規雇用する従業員数
　７　　　　　年度に納付した固定資産税の総額（単位：千円）
　添付書類
　　＊新規雇用者の住民票の写し
　　＊新規雇用者の雇用保険被保険者通知書の写し
　　＊指定書の写し
　　＊申請人の課税内容に関する調査同意書
　　＊青色申告書の写し
　　＊立地協定・景観形成協定・環境保全協定の写し・地域社会経済団体等加入確認されるもの
　　＊地区計画の区域内における行為の届書の写し
　　＊納税義務のある市税すべての完納証明書
　　＊その他市長が必要と認める書類
様式第11号（第11条関係）

年　　月　　日
　　　伊賀市長　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
 eq \o\ad(用地取得助成申請書,　　　　　　　　　　　　　　　)
用地取得助成申請書
　　伊賀市工場誘致条例第３条第１項の規定による奨励措置適用工場として指定を受けましたが、同条例第６条の規定による用地取得助成措置を受けたいので、伊賀市工場誘致条例施行規則第11条第４項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
　１　取得土地の地番・地籍　　伊賀市ゆめが丘７丁目　　　　　平方メートル
　２　工場設置予定年月日
　３　新規雇用する従業員数
添付書類
＊土地譲渡契約書等土地取得価格のわかるものの写し
　　＊新規雇用者の住民票の写し
　　＊新規雇用者の雇用保険被保険者通知書の写し
　　＊投下資金の種類別明細
　　＊納税義務のある市税すべての完納証明書
　　＊地域社会経済団体等加入が確認されるもの
　　＊青色申告書の写し
　　＊指定書の写し
　　＊立地協定・景観形成協定・環境保全協定の写し
　　＊地区計画の区域内における行為の届書の写し
　　＊申請人の課税内容に関する調査同意書
　　＊その他市長が必要と認める書類
様式第12号（第19条関係）

年　　月　　日
　　　伊賀市長　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
 eq \o\ad(指定工場稼動開始届,　　　　　　　　　　　　　　　)指定工場稼動開始届
　　次のとおり指定工場の稼動を開始したので、伊賀市工場誘致条例施行規則第19条第１項第１号の規定により、お届けします。
記
　１　工場の名称及び所在地
　２　指定を受けた年月日
　３　稼動を開始した年月日
　４　稼動を開始したときの規模
　　(１)　投下資金の総額
　　(２)　常時雇用する従業員数
様式第13号（第19条関係）

年　　月　　日

　　　伊賀市長　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
 eq \o\ad(指定工場事業廃止届,　　　　　　　　　　　　　　　)指定工場事業廃止届
　　次のとおり指定工場の事業を廃止したので、伊賀市工場誘致条例施行規則第19条第１項第２号の規定により、お届けします。

記

　１　工場の名称及び所在地

　２　指定を受けた年月日

　３　稼動を開始した年月日

　４　廃止年月日

　５　廃止した理由

　添付書類　指定書写

様式第14号（第19条関係）

年　　月　　日

　　　伊賀市長　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
 eq \o\ad(指定工場事業休止届,　　　　　　　　　　　　　　　)指定工場事業休止届
　　次のとおり指定工場の事業を休止したので、伊賀市工場誘致条例施行規則第19条第１項第３号の規定により、お届けします。

記

　１　工場の名称及び所在地

　２　指定を受けた年月日

　３　稼動を開始した年月日

　４　休止年月日

　５　休止した理由

　６　稼動再開の見通し

　添付書類　指定書写

様式第15号（第19条関係）

年　　月　　日
　　　伊賀市長　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
指定工場設置（又は事業）計画変更届
　　次のとおり指定工場の計画を変更したので、伊賀市工場誘致条例施行規則第19条第１項第４号の規定により、お届けします。
記
　１　工場の名称及び所在地
　２　指定を受けた年月日
　３　建設（又は事業）計画を変更した事項
　４　建設（又は事業）計画を変更した時期
　５　建設（又は事業）計画を変更した理由
　添付書類　指定書写
様式第16号（第19条関係）

年　　月　　日

　　　伊賀市長　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(承継人住所,　　　　　　)承継人住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(譲渡人住所,　　　　　　)譲渡人住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
 eq \o\ad(指定工場事業承継届,　　　　　　　　　　　　　　　)
指定工場事業承継届
　　次のとおり指定工場の事業を承継したので、伊賀市工場誘致条例施行規則第19条第１項第５号の規定により、お届けします。

記

　１　承継工場の名称及び所在地（名称に変更があったときは旧名称併記）

　２　承継した工場の事業内容

　３　承継前の新設（増設）工場が指定を受けた年月日

　４　承継した工場の稼動開始年月日

　５　承継年月日

　６　承継理由

　添付書類　指定書写

様式第17号（第19条関係）

年　　月　　日

　　　伊賀市長　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
代表者氏名
 eq \o\ad(指定工場業態変更承認申請書,　　　　　　　　　　　　　　　)
指定工場業態変更承認申請書
　　　　　　年　　月　　日付で、奨励措置適用工場として指定を受けましたが、業態を変更しますので、伊賀市工場誘致条例施行規則第19条第１項第６号の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

　１　新設・増設の区分

　２　工場の名称及び所在地

　３　投下資金の種類別内訳

	固定資産名
	数量
	金　　　　　　　額（千円）
	備考

	土地
	
	
	

	家屋
	
	
	

	機械装置
	
	
	
	

	附帯設備
	
	
	
	

	計
	
	
	


　添付書類　指定書写
様式第18号（第14条関係）

伊商指令第　　　　　号　　

　　　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　様

伊賀市長

 eq \o\ad(工場誘致奨励金交付決定通知書,　　　　　　　　　　　　　　　)工場誘致奨励金交付決定通知書
　　　　　　年　　月　　日付で交付申請された　　　　年度立地・雇用促進奨励金については、伊賀市工場誘致条例施行規則第14条第３項及び第４項の規定により、下記のとおり交付することと決定しましたので通知します。

記
・　 eq \o\ad(立地奨励金の額,　　　　　　　　　)立地奨励金の額　　　　　　　　　　　　　　　円

・　雇用促進奨励金の額　　　　　　　　　　　　　　　円

様式第19号（第14条関係）

伊商指令第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

様

伊賀市長

 eq \o\ad(工場誘致奨励金交付決定通知書,　　　　　　　　　　　　　　　)工場誘致奨励金交付決定通知書
　　　　　　年　　月　　日付で交付申請された　　　　年度特例奨励金については、伊賀市工場誘致条例施行規則第14条第５項の規定により、下記のとおり交付することと決定しましたので通知します。

記
・　特例奨励金の額　　　　　　　　　　　　　　　　円

様式第20号（第14条関係）

伊商指令第　　　　　号　　

　　　　年　　月　　日　　

様

伊賀市長

 eq \o\ad(用地取得助成金交付決定通知書,　　　　　　　　　　　　　　　)用地取得助成金交付決定通知書
　　　　　　年　　月　　日付で交付申請された　　　　年度用地取得助成金については、伊賀市工場誘致条例施行規則第14条第６項の規定により、下記のとおり交付することと決定しましたので通知します。

記
・　用地取得助成金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

様式第21号（第11条関係）

新規雇用者申告書
	番号
	氏名
	住所
	雇用年月日
	備考

	1
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　

	6
	　
	　
	　
	　

	7
	　
	　
	　
	　

	8
	　
	　
	　
	　

	9
	　
	　
	　
	　

	10
	　
	　
	　
	　

	11
	　
	　
	　
	　

	12
	　
	　
	　
	　

	13
	　
	　
	　
	　

	14
	　
	　
	　
	　

	15
	　
	　
	　
	　


　
上記の者を伊賀市工場誘致条例第２条第６号に定める雇用期間に定めのない１年以上雇用される者で雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定に基づく雇用保険者として雇用していることを申告いたします。

　　年　　月　　日　

　伊　賀　市　長　　様

住所

	　
	氏名又は名称及び代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
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